
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

１．施策の実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移 ４ 年 後
事 務 事 業 目 標 指 標 （見込）

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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後期基本計画 平成３１年度 施策方針書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０５ 市政経営を支える効率的で安定した課税体制の実現
０２ 固定資産税の適正課税と電子化推進

総括主査  藤島　紀子

・非電子化業務の電子化を進めながら番号制度の活用と、研修・研究会等による職員の資質向上を図り、定期的な航空写真

活用による現況調査等を実施し効率的で適正な評価・課税を継続することにより、市民の信頼性と利便性の向上を図り、安

定した行財政基盤としての市税を確保します。

・番号制度の本格運用を視野に入れながら、番号カード利用による税務証明書の庁外交付の研究を進めます。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成34年度

暮

ら

し

固定資産評価審査委員会の容認決定件数

1 0 0 0 0 0 -
件 0

- - - - - 0.0

平成30年度
平成29年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

7407  固定資産税賦課事務

現況調査対象地区
1

1 1 1 1 1 1 0
地区数

1 1 - - - - -



策

を検討し改善します。

の

(３) 基本計画内方

実

針及び平成31年度重

現

点課題に基づく優先順

に

位の考え方
適正な課税

影

を進める中で、市民か

響

らの信頼性の向上や職

す

員のモラールが高まる

る

ものと考えていますの

社

で、番号制度の運用も

会

含めた事務の電子化と

環

並行して、継続的に展

境

開する必要があります

変

。

化

(３) 基本施策との関連性

３．施策の実現に向けての取り組みを決定する
(１) 施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針
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総括主査  藤島　紀子

・事務の電子化については、それに対応するシステム導入やカスタマイズなど

政

により、限られた予算

 

の中で進められていま

 

すが、外部から提供さ

 

れる各種異動情報等に

 

ついては電子化されて

策

いない部分もあります

:

ので、省力化と正確性

基

を図るため

、電子化を

本

さらに進める必要があ

施

ります。

・適正課税に

策

ついては、各種研修や

:

業務を通じた内部研修

施

等で確保されています

 

が、毎年度の税制改正

 

や税法、判例等の解

釈

 

について深く理解し、

 

適正課税を継続させて

策

いく必要があり、それ

:

に対応する人員の確保

施

や税制分野の専門化と

策

チェック

体制が円滑に

担

機能する組織を構築す

当

る必要があります。

・

職

地価は、都市部では若

・

干の上昇、それ以外で

氏

は若干の下落が続き、

名

全体的には横ばい傾向

２

となり、税収の大きな

．

伸びは期

待しづらい状

施

況になっています。

・

策

人口規模や地理的条件

の

などから、中期的には

実

比較的安定した税収が

現

確保されていると考え

に

ていますが、一層の適

向

正課税の

継続が求めら

け

れています。

適正で効

て

率的な課税は、行政運

の

営の財政基盤の中でも

現

重要な自主財源確保の

状

観点からも密接に相互

を

関連しています。

・事

認

務の電子化を番号制度

識

の運用も含めて、さら

す

に進めながら、各種研

る

修により職員の資質向

(

上を図り適正課税を継

１

続しま

す。

・知識が継

)

承できチェック体制が

 

十分に機能する組織を

施

検討し改善していきま

策

す。

(２) 基本計画

目

内の取り組みと方針の

標

うち、平成31年度の

の

重点課題
・省力化と正

進

確性を図るため、部分

捗

改良により一部業務の

状

電子化をさらに進めま

況

す。

・公平・適正な評

分

価・課税を推進するた

析

め、専門研修や内部研

(

修による職員の資質向

２

上を図り、知識が継承

)

できチェック体

制が十

 

分に機能し、法制も含

施

めた専門性の高い組織
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(４)所管実行計画事業費一覧
事 務 事 業 名 事    業    費    計    画    額

No 分 野 別 計 画
平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 ４ヵ年計

実 施 計 画 前 年 度 比 較 (%)
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34,005 30,808 10.4 19,719 35,680 35,272 124,676


